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評価について（現状と課題） 

 

【事業の達成状況について（現状）】 

 こども育成部の事務事業をまとめると、事業数が８６事業ある中で、Ｓ評価が６３事

業、Ａ評価が２１事業、Ｃ評価が１事業、Ｚ評価が１事業となっています。 

 また、その中で業務計画に位置づけられた事業は２９事業あり、Ｓ評価が２３事業、

Ａ評価が６事業と多くの事業で指標を達成し、成果をあげることができました。今後に

ついても、より充実した子育て施策の遂行を目指し、着実に業務を行っていく必要があ

ります。 

 

【達成できた（できなかった）要因についての分析（課題）】 

 「幼稚園長時間預かり保育支援事業」については、実施施設がないためＣ評価としま

した。実施施設がない理由としては、長時間預かりを行う幼稚園に対して補助をする前

提として認定こども園に「５年以内」に移行することが条件となっており、認定こども

園への移行を決定することに対して躊躇する幼稚園が多いことが主な理由となっていま

す。 

この度、待機児童解消に向けて緊急的に対応するため、平成２８年７月７日付けの国

通知により、「５年以内」が「一定期間」に変更となったことから、幼稚園に情報提供を

行い、円滑な事業の実施に向けて働きかけをしてまいります。 

今後の方向性 

 

【政策・施策目標の達成に向けた今後の方向性について】 

指標を達成し、成果をあげた事業等については引き続き継続して進めていくほか、子

育てに関する様々なニーズを把握し、部局内での連携を強化していき、安心して子ども

を育てられる環境整備に努めてまいります。 

待機児童対策については、待機児童数は依然として多いものの減少傾向にあり、また、

３歳未満の待機児童が８割以上を占めている現状があります。待機児童解消を効果的に

進めていくために、今後は３歳未満に特化したハード整備や、既存施設を活用したソフ

ト事業などに対策をシフトしていく必要があります。 

 また、子育てに対する不安や悩みを抱える家庭、児童虐待の深刻化から支援を必要と

する家庭に対しては、専門相談員を中心に関係機関と連携して、児童虐待相談の充実と

虐待の未然防止対策を強化するとともに、児童虐待の起きた家庭を支援し、育児不安等

の解消に取り組んでいきます。 

 


